
 

 

第２部 社会保障４分野の改革 

Ⅰ 少子化対策分野の改革 

 

１ 少子化対策の意義と推進の必要性 

〇 子どもたちへの支援は、社会保障の持続可能性 ・経済成長を確かなもの

とし、日本社会の未来につながるもの。社会保障制度改革の基本。 

〇 少子化傾向に歯止めがかかっていない背景として、子どもと子育てをめぐ

る厳しい実態があることを直視すべき。危機感をもって集中的な施策を講

じるべき。 

○ 子育て支援が社会保障の1 つと位置づけられ、子ども・子育て支援新制 

度により、恒久財源が確保されたことは、歴史的に大きな一歩。 

〇 若い世代の希望を実現することが社会の責務。妊娠 ・出産 ・子育ての切

れ目ない支援、出産 ・子育てと就労継続の二者択一状況の解決が必

要。 

○ 女性の活躍は成長戦略の中核。新制度とワーク・ライフ・バランスを車の

両輪として進めることが必要。 

〇 国 ・都道府県 ・市町村 ・企業が一体となって施策を推進すべき。市町村

の主体的 ・積極的な取組が求められる。人材の安定的確保と経済成長

の意義を考慮すれば、少子化対策の重要性は企業にも大きく、拠出への

協力が必要 。 

 

２ 子ども・子育て支援新制度等に基づいた施策の着実な実施と更なる課題 

〇 新制度は、すべての子どもたちの健やかな成長を保障することを主眼とし、

幼児教育 ・保育の量的拡大や質の向上、地域の子ども・子育て支援の充

実などを進めるもの。 

○ 近年、子どもの貧困 、特に母子家庭や父子家庭などのひとり親家庭の

貧困は看過できない。子どもの貧困は、教育や学習等の機会の格差とな

り、大人になってからの貧困につながる。障害のある子どもや、虐待の増

加も一因となって、社会的養護の必要な子どもも増えており、一層の取組

が求められている。 

 

（１）子どもの発達初期の環境整備と地域の子育て支援の推進 

〇 就学前の発達環境は、子どもの生涯にわたる人間形成の基礎となるも

の。ＯＥＣＤ教育委員会は既に1998 年にプロジェクトを発足し、

“StartingStrong”を実施しており、日本においても、幼児教育 ・保育の質 ・
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量の充実が必要。発達初期の環境整備への投資は、その後の発達に大

きく影響し、子どもの貧困を解決する等、未来への投資となることに留意

する必要 。 

○ 幼稚園、保育所に加え、子育て世代の生活環境の変化や働き方の多

様化に十分に対応するため、認定こども園の普及推進が必要 。また、地

域の子育て支援施策の一層の推進が不可欠。 

〇 子育て支援は、地域の実情に合わせた施策の立案 、実行が必要 。質を

確保しつつ、小規模保育や家庭的保育の充実など、地域の実態に即して

柔軟に対応できる制度への移行が必要 。 

 

（２）両立支援の観点からの待機児童対策と放課後児童対策の充実 

〇 新制度のスタートを待たず、「待機児童解消加速化プラン」を推進。地方

公共団体の理解と事業の裏付けとなる財源確保が必須であり、消費税

増収分などを活用すべき。 

〇 学童期の放課後対策がまだ手薄。小学校と放課後児童クラブの連携に

よる教育と福祉の連続性の担保とともに、指導員の研修の整備 、地域の

人々が積極的にかかわり、支援していく体制の構築などが必要 。 

 

（３）妊娠 ・出産 ・子育てへの連続的支援 

〇 妊娠期から子育て期にかけての支援を有機的に束ねた上での対策の強

化が必要。市町村を中心として、様々な機関の関係者が連携し、妊娠期

からの総合的相談や支援をワンストップで行えるよう、拠点の設置 ・活用

を含めた対応を検討することが必要。 

 

（４）ワーク・ライフ・バランス 

〇 企業の子育て支援に向けた行動変容を促すためにも、企業における仕

事と子育ての両立支援について、より一層の取組の推進が必要。 

〇 育児休業の取得促進など様々な取組を通じて、男女ともに仕事と子育て

の両立支援を進めていくことが必要 。「次世代育成支援対策推進法 」につ

いて、今後の10 年間を更なる取組期間として位置づけ、その延長 ・見直

しを積極的に検討すべき。 

○ なお、育児休業取得に関しては、中小企業 ・非正規に加え、取得率の低

い男性の取得促進に注力すべき。また、育児休業を取得しやすくするため

に、育児休業期間中の経済的支援を強化することも含めた検討を進める

べき。 

○ 企業における両立支援の取組と子育て支援の充実は車の両輪であり、

両者のバランスと連動を担保する視点から引き続き検討を進めるべき。 

 



 

３ 次世代育成支援を核とした新たな全世代での支え合いを 

（１）取組の着実な推進のための財源確保と人材確保 

○ 子ども・子育て支援は未来社会への投資であり、量的な拡充のみならず

質の改善が不可欠 。今般の消費税引上げによる財源 （0.7 兆円 ）では足

りず、附帯決議された0.3 兆円超の確保を今後図っていく必要 。 

〇 子ども・子育て支援の理念を理解し、適切な知識と技術を蓄えた人材の

確保 、養成及び就労環境の整備が必要。また、例えば、中高年世代が地

域の子ども・子育て支援に活躍し、若い世代を支える機会を増やすことも

必要 。 

 

（２）子育て支援を含む社会保障のすべてが支える未来の社会 

〇 子ども・子育て支援新制度に向けた財源確保の重要性は言うまでもなく、

少子化対策について、子ども・子育て支援新制度の施行状況を踏まえつ

つ、幅広い観点から更に財源確保と取組強化について検討すべき。 

○ 子育てをめぐる厳しい実態を踏まえ、すべての世代が多様な環境にある

すべての子どもたちや若い世代を支えていくことが大切。こうした取組や努

力を世代間対立の問題にしてはならない。 

○ 人生の各段階のリスクをともに支え合い、子育てはもとより社会保障すべ

ての分野において、若い世代の将来への不安を安心と希望に変えること

が社会保障の役割 ・本質である。社会保障はいずれの世代にとっても負

担ではなく、今の困難を分かち合い、未来の社会に協力しあうためにある、

という哲学を広 く共有することが大切。 

 


